
No 項目 記載要領

① 申請日

申請日を記載。

ただし、申請日までに本様式に記入している内容に変更が生じていない場合

は、発行会社に対して民法上の組合等が民法上の組合等であることを誓約した

任意の日付を記載してもよい。

②

会社所在地

会社名

役職・代表者の氏名

最新の情報（＝最新の登記事項証明書の表記と一致）を記載。

（注）申請窓口に書類送付後、これらの箇所に変更予定がある場合は必ずご連

絡ください。

③

組合所在地

組合名

役職・代表者の氏名

最新の情報

（注）申請窓口に書類送付後、これらの箇所に変更予定がある場合は必ずご連

絡ください。

④
２　上記１の契約を締結す

る個人又は民法組合等

エンジェル税制を利用する組合員の氏名、住所を記載。

Excel等でリストを作成し、誓約書に添付する場合には、「別紙参照」と記

載。

２つの組合を経由する場合において、組合員が民法上の組合等（民法上の組

合又は投資事業有限責任組合）の場合のみ、民法上の組合等の名称、所在地

を記載。

⑤
３　上記の者の出資価額割

合

④に記載した組合員の出資価額割合を記載。小数点以下第三位を四捨五入す

る。

Excel等でリストを作成し、誓約書に添付する場合には、「別紙参照」と記

載。

2つの組合を経由する場合において、④に記載した組合員が民法上の組合等の

場合のみ、民法上の組合等の出資価額割合を記載。

記載例 ： 様式第９ 民法組合等であることの誓約書

②

東京都千代田区霞が関１－３－１

経済産業株式会社

代表取締役 経済 太郎 殿

①

令和５年４月１５日

④

経済 花子

埼玉県さいたま市中央区新都心１－１

③ 埼玉県さいたま市中央区新都心１－２－３

〇×投資事業有限責任組合

〇×株式会社

産業 一郎

⑤ ２０％


